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介護分野における経済危機対策について 

 

 

介護保険制度の円滑な推進については、日頃より御尽力いただき厚く御礼申し上げます。  

平成２１年４月１０日に「『経済危機対策』に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会

議合同会議」において取りまとめられた「経済危機対策」（別添１）のうち、介護分野にお

ける以下の項目についてその概要を別添２のとおり情報提供いたします。各項目の内容に

ついては、適宜情報提供していきますのでよろしくお願いいたします。 

 

（項目） 

① 介護拠点等の緊急整備 

② 介護職員処遇改善交付金（仮称） 

③ 現任・新規介護職員等の研修支援・養成 

④ 地域相談体制の強化 

 

 

＜照会先＞ 

全体について 

 老健局総務課企画法令係 

 （直通）03-3591-0954 （内線）3919 
 

介護拠点等の緊急整備について 

 老健局計画課施設係 

 （直通）03-3595-2888 （内線）3928 
 

介護職員処遇改善交付金（仮称）について 

 老健局介護保険課企画法令係、財政第一係

 （直通）03-3595-2890 （内線）2164、2264
 

現任・新規介護職員等の研修支援・養成、地

域相談体制の強化について 

老健局振興課企画法令係   

（直通）03-3595-2889 （内線）3980 

   

  

 



（別添１） 

「経済危機対策」（抜粋） 

 

具体的施策  ※施策の具体的内容は別紙２で記述 

  

Ⅱ．成長戦略－未来への投資 

中長期的な成長を図るため、新たな経済成長戦略等を踏まえ、以下に

示す３つのプロジェクト（「低炭素革命」、「健康長寿・子育て」、「底力発

揮・21 世紀型インフラ整備」）のうち、特に緊急に実施すべき施策を実

行する。 

 

２．健康長寿・子育て 

 

（２）介護職員の処遇改善・介護拠点整備 

介護人材の処遇を改善し、人材確保を図るとともに、介護基盤の緊急整備によ

り新たな雇用機会を創造する。 

  ＜具体的施策＞ 

○介護職員の処遇改善やスキルアップの取組を行う事業者に対し、３年間助

成 

○介護施設や地域介護拠点の整備に対する助成及び融資の３年間拡大 

○福祉・介護人材の資格取得等のキャリア・アップ支援等 

○社会福祉施設等の耐震化、スプリンクラー整備、施設に対する優遇融資

拡充等 

○生活支援ロボット等の実用化支援  等 

 
 



 

 
（別紙２） 

 

 

 

Ⅱ.成長戦略－未来への投資 

２．健康長寿・子育て 

（２）介護職員の処遇改善・介護拠点整備 

○ 介護職員の処遇改善やスキルアップの取組を行う事業者に対し、３年間助成 

○ 介護施設や地域介護拠点の整備に対する助成及び融資の３年間拡大 

○ 福祉・介護人材の資格取得等のキャリア・アップ支援等 

・離職者等への無料の職業訓練 

・現任介護職員等の研修支援 

・個々の求職者にふさわしい職場紹介と定着支援 

・地域における相談支援体制の整備 

○ 社会福祉施設等の耐震化、スプリンクラー整備、施設に対する優遇融資拡充等 

○ 生活支援ロボット等の実用化支援 

○ 特別養護老人ホーム等への整備転換等に対する財政支援 

 

 

 
 









介護職員
人件費比率

交付率

○（介護予防）訪問介護 ○夜間対応型訪問介護 ７０％ 4.0%

○（介護予防）短期入所生活介護 ５０％ 2.9%

○（介護予防）訪問入浴介護 ○（介護予防）通所介護 ４５％ 2.6%

○（介護予防）特定施設入居者生活介護 ○介護福祉施設

○（介護予防）小規模多機能型居宅介護

○（介護予防）短期入所療養介護（老健） ○（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ３５％ 2.0%

○（介護予防）認知症対応型通所介護 ○介護保健施設サービス ３０％ 1.8%

○（介護予防）通所リハビリテーション ○地域密着型特定施設入居者生活介護

○地域密着型介護老人福祉施設 ○（介護予防）短期入所療養介護（病院等）

○介護療養施設

【助成対象外】

○（介護予防）訪問看護 ○（介護予防）訪問リハビリテーション

○居宅介護支援 ○介護予防支援

○（介護予防）福祉用具貸与 ○（介護予防）居宅療養管理指導

※ 各事業者への交付額は、 介護報酬総額 × 交付率 によって計算する。

４０％

２５％

０％

介護報酬総額・・・利用者負担を含み、補足給付を含まない。

サービス区分

サービス区分ごとの介護職員人件費比率および交付率

2.3%

1.5%




